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　厚生労働省は９月、脳・心臓疾患の労災認定基準を
改正した。働き方の多様化や職場環境の変化が生じて
いることから、最新の医学的知見を踏まえて見直した
もの。長期間の過重業務の評価について、労働時間と
労働時間以外の負荷要因を総合評価して労災認定する
ことを明確化し、さらに、労働時間以外の負荷要因を見
直して勤務間インターバルなどを追加した。また、短期
間の過重業務や異常な出来事と発症との関連性が強い
と判断できるケースを例示し、判断基準を明確化した。
対象となる疾病については、重篤な心不全を新たに追
加した。

働き方の多様化を背景にした改正を

　業務による過重負荷を原因とする脳血管疾患および
虚血性心疾患等については、これまで、2001年に改
正した「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因
するものを除く）の認定基準」に基づき労災認定が行
われてきた。しかし、改正から約20年が経過するな
かで、働き方の多様化や職場環境の変化が生じている
ことから、最新の医学的知見を踏まえて、「脳・心臓
疾患の労災認定の基準に関する専門検討会」において
検証等が行われ、７月に報告書が取りまとめられた。
これを受けて、認定基準が改正さ
れた。
　改正のポイントは、①労働時間
とその他の負荷要因を総合評価し
て労災認定することを明確化②労
働時間以外の負荷要因の見直し③
短期間の過重業務、異常な出来事
の業務と発症との関連性が強いと
判断できる場合を明確化④対象疾
病に重篤な心不全を追加――の４
点。

◇　　　　◇　　　　◇
　基準はその基本的な考え方を、
「過重負荷の判断に当たっては、
労働時間の長さ等で表される業務

量や、業務内容、作業環境等を
具体的かつ客観的に把握し、総
合的に判断する必要がある」と
している。
　そのうえで、労災認定要件の

具体的判断として「疾患名及び発症時期の特定」「長
期間の過重業務」「短期間の過重業務」「異常な出来事」
をあげている。

労働時間とその他の負荷要因による総合評価を明確化

　改正前の基準では、業務の過重性の評価について、
発症前１カ月間に100時間または２～６カ月平均で月
80時間を超える時間外労働は、脳・心臓疾患の発症
との関連性が強いとしており、これがいわゆる「過労
死ライン」とされてきた（図１）。
　改正後の基準では、労働時間と労働時間以外の負荷
要因を総合評価して労災認定を行うとした。具体的に
は、上記の水準には至らないがこれに近い時間外労働
が認められる場合、他の負荷要因の状況を十分に考慮
し、一定の労働時間以外の負荷が認められるときには、
業務と発症との関連性が強いと評価できることを踏ま
えて判断するとした。

労働時間以外の負荷要因を見直して 
勤務間インターバルを追加

　労働時間以外の負荷要因は、改正前の基準では、「拘
束時間の長い業務」「不規則な勤務」「交替制勤務・深

脳・心臓疾患の労災認定基準を改正
――環境変化を踏まえて見直し

図１
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夜勤務」「出張の多い業務」「作業
環境（温度環境、騒音、時差）」
があげられていた。
　改正により、「休日のない連続
勤務」「勤務間インターバルが短
い勤務」「（出張の多い業務以外の）
その他事業場外における移動を伴
う業務」「心理的負荷を伴う業務」
「身体的負荷を伴う業務」が新た
な評価対象として追加された（図
２）。
　なお、「勤務間インターバルが
短い勤務」は、終業から始業まで
の時間がおおむね11時間未満と
している。

短期間の場合の判断基準を明確化

　改正後の基準は、短期間の過重
業務・異常な出来事について、業
務と発症との関連性が強いと判断
できる場合を明確化した（図３）。
　短期間の過重業務について、改
正後の基準は、①発症直前から前
日までの間に特に過度の長時間労
働が認められる場合②発症前おお
むね１週間継続して、深夜時間帯
に及ぶ時間外労働を行うなど過度
の長時間労働が認められる場合―
―としている。
　以上を踏まえたうえで、労働時
間の長さのみで過重負荷の有無を
判断できない場合には、労働時間
と労働時間以外の負荷要因を総合的に考慮して判断す
る必要があるとした。

異常な出来事による症状を明記

　異常な出来事について、改正後の基準は、「当該出
来事によって急激な血圧変動や血管収縮等を引き起こ
すことが医学的にみて妥当と認められる出来事」とし
て、具体的に①極度の緊張、興奮、恐怖、驚がく等の
強度の精神的負荷を引き起こす事態②急激で著しい身
体的負荷を強いられる事態③急激で著しい作業環境の

変化――の３つをあげている。

異常な出来事での過重負荷を判断する要素を明確化

　異常な出来事での過重負荷の有無の判断については、
「身体的、精神的負荷が著しいと認められるか否かと
いう観点から、客観的かつ総合的に判断する」として
いる。
　その際、業務と発症との関連性が強いと評価できる
場合として、①業務に関連した重大な人身事故や重大
事故に直接関与した場合②事故の発生に伴って著しい

図２

図３
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身体的、精神的負荷のかかる救助活動や事故処理に携
わった場合③生命の危険を感じさせるような事故や対
人トラブルを体験した場合④著しい身体的負荷を伴う
消火作業、人力での除雪作業、身体訓練、走行等を行っ
た場合⑤著しく暑熱な作業環境下で水分補給が阻害さ
れる状態や著しく寒冷な作業環境下での作業、温度差
のある場所への頻回な出入りを行った場合――の５つ
をあげて明確化した。
　なお、その評価期間は改正前と同様に「通常、負荷
を受けてから24時間以内に症状が出現するとされて
いるので、発症直前から前日までの間」としている。

心理的負荷に表現を変更してセクハラ・パワハラを明記

　基準はこれまで、労働時間以外の負荷要因の１つを
「精神的緊張を伴う業務」としたうえで、具体例を列
挙していたが、今回の改正で、「心理的負荷を伴う業務」
に表現を変更した。
　また、その具体的出来事としては、「事故や災害の
体験」「仕事の失敗」などが従来から列挙されていたが、
新たに「パワーハラスメント」「対人関係の問題」「セ
クシュアルハラスメント」などを追加した。

　負荷の程度を評価する視点について、パワーハラス
メントでは「指導・叱責等の言動に至る経緯や状況」

「身体的攻撃、精神的攻撃等の内容、程度等」「反復・
継続など執拗性の状況」「就業環境を害する程度」「会
社の対応の有無及び内容、改善の状況」をあげている。
セクシュアルハラスメントでは「セクシュアルハラス
メントの内容、程度等」「その継続する状況」「会社の
対応の有無及び内容、改善の状況、職場の人間関係等」
をあげている

対象疾病に重篤な心不全を追加

　認定基準が対象とする疾病は、従来は「脳内出血」
「くも膜下出血」「脳梗塞」「高血圧性脳症」「心筋梗塞」
「狭心症」「心停止（心臓性突然死を含む）」「大動脈
解離」としており、不整脈が一義的な原因となった心
不全症状等は、対象疾病の「心停止（心臓性突然死を
含む）」に含めて取り扱っていた。
　今回の改正では、心不全は心停止とは異なる病態の
ため、新たな対象疾病として「重篤な心不全」を追加
した。「重篤な心不全」には不整脈も含まれる。




